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１．貨物自動車運送事業法関係

問 1 一般貨物自動車運送事業者（以下「事業者」という。）の事業計画の変更に関する次の記述のうち、

正しいものを 1つ選び、解答用紙の該当する欄にマークしなさい。

1．事業者は、「主たる事務所の名称及び位置の変更」の事業計画の変更をしようとするときは、国土交通

大臣の認可を受けなければならない。

2．事業者は、「各営業所に配置する事業用自動車の種別ごとの数」の事業計画の変更をしようとするとき

は、国土交通大臣の認可を受けなければならない。

3．事業者は、「事業用自動車の運転者及び運転の補助に従事する従業員の休憩又は睡眠のための施設の

位置及び収容能力」の事業計画の変更をしようとするときは、国土交通大臣の認可を受けなければなら

ない。

4．事業者は、「営業所又は荷扱所の名称の変更」の事業計画の変更をしようとするときは、国土交通大臣

の認可を受けなければならない。

問 2 貨物自動車運送事業法に定める運行管理者等の義務についての次の文中、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄに入るべ

き字句を下の枠内の選択肢（1～8）から選び、解答用紙の該当する欄にマークしなさい。

1．運行管理者は、（ Ａ ）にその業務を行わなければならない。

2．一般貨物自動車運送事業者は、運行管理者に対し、法令で定める業務を行うため必要な（ Ｂ ）を

与えなければならない。

3．一般貨物自動車運送事業者は、運行管理者がその業務として行う助言を（ Ｃ ）しなければならず、

事業用自動車の運転者その他の従業員は、運行管理者がその業務として行う（ Ｄ ）に従わなければな

らない。

1．指導  2．権限  3．考慮  4．公平  5．誠実  6．地位  7．勧告  8．尊重

問 3 次の記述のうち、一般貨物自動車運送事業の運行管理者の行わなければならない業務として誤って

いるものを 1つ選び、解答用紙の該当する欄にマークしなさい。

1．法令の規定により、従業員に対し、効果的かつ適切に指導及び監督を行うため、輸送の安全に関する

基本的な方針の策定その他の国土交通大臣が告示で定める措置を講ずること。

2．異常気象その他の理由により輸送の安全の確保に支障を生ずるおそれがあるときは、乗務員に対する

適切な指示その他輸送の安全を確保するために必要な措置を講ずること。

3． 事業用自動車に係る事故が発生した場合には、事故の発生日時等所定の事項を記録し、その記録を当

該事業用自動車の運行を管理する営業所において 3年間保存すること。

4．法令の規定により、運行指示書を作成し、及びその写しに変更の内容を記載し、運転者に対し適切な

指示を行い、運行指示書を事業用自動車の運転者に携行させ、及び変更の内容を記載させ、並びに運行指

示書及びその写しの保存をすること。

問 4 貨物自動車運送事業の事業用自動車の運転者に対する点呼に関する次の記述のうち、正しいものを

2つ選び、解答用紙の該当する欄にマークしなさい。なお、解答にあたっては、各選択肢に記載されてい
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る事項以外は考慮しないものとする。

1．乗務前の点呼は、対面（運行上やむを得ない場合は電話その他の方法）により行い、（1）酒気帯びの

有無、（2）疾病、疲労その他の理由により安全な運転をすることができないおそれの有無、（3）道路運送

車両法の規定による日常点検又は定期点検の実施について報告を求め、及び確認を行い、並びに事業用

自動車の運行の安全を確保するために必要な指示をしなければならない。

2．運転者が所属する営業所において、アルコール検知器（呼気に含まれるアルコールを検知する機器で

あって、国土交通大臣が告示で定めるものをいう。以下同じ。）により酒気帯びの有無について確認を行

う場合には、当該営業所に備えられたアルコール検知器を用いて行わなければならないが、当該アルコ

ール検知器が故障等により使用できない場合は、当該アルコール検知器と同等の性能を有したものであ

れば、当該営業所に備えられたものでなくてもこれを使用して確認することができる。

3．乗務前及び乗務後の点呼のいずれも対面で行うことができない乗務を行う運転者に対しては、乗務前

及び乗務後の点呼の他に、当該乗務途中において少なくとも 1 回電話等により点呼（中間点呼）を行わ

なければならない。当該点呼においては、酒気帯びの有無、疾病その他の理由により安全運転をすること

ができないおそれの有無について報告を求め、確認し、必要な指示をしなくてはならない。

4．乗務後の点呼は、対面（運行上やむを得ない場合は電話その他の方法）により行い、当該乗務に係る

事業用自動車、道路及び運行の状況並びに他の運転者と交替した場合にあっては、交替した運転者に対

して行った法令の規定による通告について報告を求め、及び酒気帯びの有無について確認を行わなけれ

ばならない。

問 5 自動車事故に関する次の記述のうち、一般貨物自動車運送事業者が自動車事故報告規則に基づく国

土交通大臣への報告を要しないものを 1 つ選び、解答用紙の該当する欄にマークしなさい。なお、解答

にあたっては、各選択肢に記載されている事項以外は考慮しないものとする。

1．高速自動車国道法に定める高速自動車国道を走行していた事業用自動車が、前方に事故で停車してい

た乗用車の発見が遅れ、当該乗用車に追突した。さらに当該事業用自動車の後続車 5 台が次々と衝突す

る多重事故となった。この事故で、当該高速自動車国道が 2時間にわたり自動車の運行が禁止となった。

2．事業用自動車が走行中、右カーブを曲がりきれず、当該事業用自動車が道路から 1メートル下の畑に

転落したもの。

3．事業用自動車が鉄道車両（軌道車両を含む。）と接触する事故を起こした場合には、当該事故のあった

日から 30日以内に、自動車事故報告規則に定める自動車事故報告書（以下「報告書」という。）3通を当

該事業用自動車の使用の本拠の位置を管轄する運輸支局長等を経由して、国土交通大臣に提出（以下「国

土交通大臣に提出」という。）しなければならないものの、運輸支局長等への速報までは要しない。

4．事業用自動車の運転者に道路交通法に規定する救護義務違反があった場合には、当該違反があったこ

とを事業者が知った日から 30日以内に、報告書 3通を国土交通大臣に提出しなければならない。

問 6 一般貨物自動車運送事業者（以下「事業者」という。）の過労運転の防止等に関する次の記述のう

ち、誤っているものを 1つ選び、解答用紙の該当する欄にマークしなさい。

1．事業者は、事業計画に従い業務を行うに必要な員数の事業用自動車の運転者（以下「運転者」という。）

を常時選任しておかなければならず、この場合、選任する運転者は、日々雇い入れられる者、2ヵ月以内
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の期間を定めて使用される者又は試みの使用期間中の者（14 日を超えて引き続き使用されるに至った者

を除く。）であってはならない。

2．事業者は、運転者が長距離運転又は夜間の運転に従事する場合であって、疲労等により安全な運転を

継続することができないおそれがあるときは、あらかじめ、当該運転者と交替するための運転者を配置

しておかなければならない。

3．事業者は、乗務員の健康状態の把握に努め、疾病、疲労その他の理由により安全な運転をし、又はそ

の補助をすることができないおそれがある乗務員を事業用自動車に乗務させてはならない。

4．事業者は、乗務前及び乗務後の点呼のいずれも対面（輸送の安全の確保に関する取組が優良であると

認められる営業所において、点呼を行う場合にあっては、国土交通大臣が定めた機器による方法を含む。）

で行うことができない乗務を含む運行ごとに、所定の事項を記載した運行指示書を作成し、これにより

運転者に対し適切な指示を行い、当該運行指示書に基づき運行している間は、これを当該事業用自動車

の運行を管理する営業所に備え置かなければならない。

問 7 一般貨物自動車運送事業者（以下「事業者」という。）の事業用自動車の運行の安全を確保するた

めに、国土交通省告示に基づき運転者に対して行わなければならない指導監督及び特定の運転者に対し

て行わなければならない特別な指導に関する次の記述のうち、誤っているものを 1 つ選び、解答用紙の

該当する欄にマークしなさい。なお、解答にあたっては、各選択肢に記載されている事項以外は考慮しな

いものとする。

1．事業者は、事業用自動車の運転者として常時選任するために新たに雇い入れた者であって、当該事業

者において初めて事業用自動車に乗務する前 3 年間に他の事業者によって運転者として常時選任された

ことがない者には、初任運転者を対象とする特別な指導について、やむを得ない事情がある場合を除き、

初めて事業用自動車に乗務する前に実施しなければならない。

2．事業者が行う初任運転者に対する特別な指導については、安全運転の実技を除き、特別な指導の内容

について合計 6 時間以上実施する。なお、安全運転の実技については、可能な限り実施することが望ま

しい。

3．事業者等は、高齢運転者に対する特別な指導については、国土交通大臣が認定した高齢運転者のため

の適性診断の結果を踏まえ、個々の運転者の加齢に伴う身体機能の変化の程度に応じた事業用自動車の

安全な運転方法等について運転者が自ら考えるよう指導する。この指導は、適性診断の結果が判明した

後 1ヵ月以内に実施する。

4．事業者が行う事故惹起運転者に対する特別な指導については、やむを得ない事情がある場合及び外部

の専門的機関における指導講習を受講する予定である場合を除き、当該交通事故を引き起こした後再度

事業用自動車に乗務を開始した後 1ヵ月以内に実施する。

問 8 一般貨物自動車運送事業者（以下「事業者」という。）の運行管理者の選任等に関する次の記述の

うち、誤っているものを 2つ選び、解答用紙の該当する欄にマークしなさい。

1．事業者は、事業用自動車（被けん引自動車を除く。）の運行を管理する営業所ごとに、当該営業所が運

行を管理する事業用自動車の数を 30で除して得た数（その数に 1未満の端数があるときは、これを切り

捨てるものとする。）に 1を加算して得た数以上の運行管理者を選任しなければならない。ただし、5両
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未満の事業用自動車の運行を管理する営業所であって、地方運輸局長が当該事業用自動車の種別、地理

的条件その他の事情を勘案して当該事業用自動車の運行の安全の確保に支障を生ずるおそれがないと認

めるものについては、この限りでない。

2．一の営業所において複数の運行管理者を選任する場合は、運行管理者の業務を統括する運行管理者（統

括運行管理者）を選任しなければならない。

3．事業者は、法令に規定する運行管理者資格者証を有する者、事業用自動車の運行の安全の確保に関す

る業務について 5 年以上の実務の経験を有する者又は国土交通大臣が告示で定める運行の管理に関する

講習であって国土交通大臣の認定を受けたもの（基礎講習）を修了した者のうちから、運行管理者の業務

を補助させるための者（補助者）を選任することができる。

4．国土交通大臣は、運行管理者資格者証の交付を受けている者が、貨物自動車運送事業法若しくはこの

法律に基づく命令又はこれらに基づく処分に違反したときは、その運行管理者資格者証の返納を命ずる

ことができる。また、運行管理者資格者証の返納を命ぜられ、その日から 3 年を経過しない者に対して

は、運行管理者資格者証の交付を行わないことができる。
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２．道路運送車両法関係

問 9 道路運送車両法の目的についての次の文中、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄに入るべき字句としていずれか正しい

ものを 1つ選び、解答用紙の該当する欄にマークしなさい。

この法律は、道路運送車両に関し、所有権についての（ Ａ ）等を行い、並びに（ Ｂ ）及び公害の

防止その他の環境の保全並びに整備についての（ Ｃ ）を図り、併せて自動車の（ Ｄ ）の健全な発

達に資することにより、公共の福祉を増進することを目的とする。

Ａ  1．公証      2．認証

Ｂ  1．耐久性の確保  2．安全性の確保

Ｃ  1．知識の向上   2．技術の向上

Ｄ  1．運送事業    2．整備事業

問 10 自動車の検査等についての次の記述のうち、正しいものを 1つ選び、解答用紙の該当する欄にマ

ークしなさい。

1．初めて自動車検査証の交付を受ける車両総重量 7,990キログラムの貨物の運送の用に供する自動車に

ついては、当該自動車検査証の有効期間は 1年である。

2．自動車検査証の有効期間の起算日は、当該自動車検査証を交付する日又は当該自動車検査証に有効期

間を記入する日とする。ただし、自動車検査証の有効期間が満了する日の 1 ヵ月前から当該期間が満了

する日までの間に継続検査を行い、当該自動車検査証に有効期間を記入する場合は、当該自動車検査証

の有効期間が満了する日の翌日とする。

3．自動車の使用者は、自動車検査証の記載事項について変更があったときは、法令で定める場合を除き、

その事由があった日から 30日以内に、当該事項の変更について、国土交通大臣が行う自動車検査証の記

入を受けなければならない。

4．指定自動車整備事業者が交付した有効な保安基準適合標章を自動車に表示している場合であっても、

当該自動車に自動車検査証を備え付けなければ、これを運行の用に供してはならない。

問 11 自動車の登録等に関する次の記述のうち、誤っているものを 1つ選び、解答用紙の該当する欄に

マークしなさい。

1．登録自動車の所有者は、自動車の用途を廃止したときは、その事由があった日から 15 日以内に、永

久抹消登録の申請をしなければならない。

2．登録自動車の所有者は、当該自動車の使用の本拠の位置に変更があったときは、道路運送車両法で定

める場合を除き、その事由があった日から 15日以内に、国土交通大臣の行う変更登録の申請をしなけれ

ばならない。

3．臨時運行の許可を受けた自動車を運行の用に供する場合には、臨時運行許可番号標及びこれに記載さ

れた番号を見やすいように表示し、かつ、臨時運行許可証を備え付けなければならない。また、当該臨時

運行許可証の有効期間が満了したときは、その日から 15日以内に、当該臨時運行許可証及び臨時運行許

可番号標を行政庁に返納しなければならない。
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4．登録登録自動車について所有者の変更があったときは、新所有者は、その事由があった日から 15 日

以内に、国土交通大臣の行う移転登録の申請をしなければならない。

問 12 道路運送車両の保安基準及びその細目を定める告示についての次の記述のうち、誤っているもの

を 1つ選び、解答用紙の該当する欄にマークしなさい。なお、解答にあたっては、各選択肢に記載されて

いる事項以外は考慮しないものとする。

1．停止表示器材は、夜間 200メートルの距離から走行用前照灯で照射した場合にその反射光を照射位置

から確認できるものであることなど告示で定める基準に適合するものでなければならない。

2．自動車は、告示で定める方法により測定した場合において、長さ（セミトレーラにあっては、連結装

置中心から当該セミトレーラの後端までの水平距離）12 メートル、幅 2.5 メートル、高さ 3.9 メートル

を超えてはならない。

3．貨物の運送の用に供する普通自動車であって、車両総重量が 9,000キログラムで最大積載量が 4,250
キログラムの自動車には、道路運送車両の保安基準に適合する運行記録計を備えなければならない。

4．貨物の運送の用に供する普通自動車であって、車両総重量が 7トン以上のものの後面には、所定の後

部反射器を備えるほか、反射光の色、明るさ等に関し告示で定める基準に適合する大型後部反射器を備

えなければならない。
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３．道路交通法関係

問 13 道路交通法に定める用語の意義についての次の記述のうち、誤っているものを 1つ選び、解答用

紙の該当する欄にマークしなさい。なお、解答にあたっては、各選択肢に記載されている事項以外は考慮

しないものとする。

1．道路標識とは、道路の交通に関し、規制又は指示を表示する標示で、路面に描かれた道路鋲、ペイン

ト、石等による線、記号又は文字をいう。

2．追越しとは、車両が他の車両等に追い付いた場合において、その進路を変えてその追い付いた車両等

の側方を通過し、かつ、当該車両等の前方に出ることをいう。

3．停車とは、車両等が客待ち、荷待ち、貨物の積卸し、故障その他の理由により継続的に停止すること

（貨物の積卸しのための停止で 5 分を超えない時間内のもの及び人の乗降のための停止を除く。）、又は

車両等が停止し、かつ、当該車両等の運転をする者がその車両等を離れて直ちに運転することができな

い状態にあることをいう。

4．車両通行帯とは、車両が道路の定められた部分を通行すべきことが道路標示により示されている場合

における当該道路標示により示されている道路の部分をいう。

問 14 道路交通法に定める大型貨物自動車の貨物の積載制限（出発地の警察署長が許可した場合を除く。）

についての次の記述のうち、誤っているものを 1つ選び、解答用紙の該当する欄にマークしなさい。

1．自動車の使用者は、その者の業務に関し、自動車の運転者に対し、道路交通法第 57 条（乗車又は積

載の制限等）第 1 項の規定に違反して政令で定める積載物の重量、大きさ又は積載の方法の制限を超え

て積載をして運転することを命じ、又は自動車の運転者がこれらの行為をすることを容認してはならな

い。

2．積載物の長さは、自動車の長さにその長さの 10 分の 1 の長さを加えたものを超えてはならず、積載

の方法は、自動車の車体の前後から自動車の長さの 10分の 1の長さを超えてはみ出してはならない。

3．積載物の幅は、自動車の幅を超えないものとし、積載の方法は、自動車の車体の左右からはみ出さな

いこと。

4．過積載をしている車両の運転者に対し、警察官から過積載とならないようにするため必要な応急の措

置命令がされた場合において、当該命令に係る車両の使用者（当該車両の運転者であるものを除く。）が

当該車両に係る過積載を防止するため必要な運行の管理を行っていると認められないときは、当該車両

の使用の本拠の位置を管轄する警察署長は、当該車両の使用者に対し、車両を運転者に運転させる場合

にあらかじめ車両の積載物の重量を確認することを運転者に指導し又は助言することその他車両に係る

過積載を防止するため必要な措置をとることを指示することができる。

問 15 道路交通法に定める自動車の法定速度についての次の記述のうち、誤っているものを 1 つ選び、

解答用紙の該当する欄にマークしなさい。

1．貨物自動車運送事業の用に供する車両総重量 5,995キログラムの自動車の最高速度は、道路標識等に

より最高速度が指定されていない片側一車線の一般道路においては、時速 60キロメートルである。

2．貨物自動車運送事業の用に供する車両総重量 7,520キログラムの自動車は、法令の規定によりその速
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度を減ずる場合及び危険を防止するためやむを得ない場合を除き、道路標識等により自動車の最低速度

が指定されていない区間の高速自動車国道の本線車道（政令で定めるものを除く。）における最低速度は、

時速 50メートルである。

3．貨物自動車運送事業の用に供する車両総重量 9,595キログラムの自動車の最高速度は、道路標識等に

より最高速度が指定されていない高速自動車国道の本線車道（政令で定めるものを除く。）においては、

時速 100キロメートルである。

4．貨物自動車運送事業の用に供する車両総重量が 4,995 キログラムの自動車が、故障した車両総重量

1,485キログラムの普通自動車をロープでけん引する場合の最高速度は、道路標識等により最高速度が指

定されていない一般道路においては、時速 40キロメートルである。

問 16 車両等の運転者が道路交通法に定める規定に違反した場合等の措置についての次の文中、Ａ、Ｂ、

Ｃ、Ｄに入るべき字句としていずれか正しいものを 1つ選び、解答用紙の該当する欄にマークしなさい。

車両等の運転者が道路交通法若しくは同法に基づく命令の規定又は同法の規定に基づく（ Ａ ）した

場合において、当該違反が当該違反に係る車両等の（ Ｂ ）の業務に関してなされたものであると認め

るときは、公安委員会は、内閣府令で定めるところにより、当該車両等の使用者が道路運送法の規定によ

る自動車運送業者、貨物利用運送事業法の規定による第二種貨物利用運送事業を経営する者であるとき

は当該事業者及び（ Ｃ ）に対し、当該車両等の使用者がこれらの事業者以外の者であるときは当該車

両等の使用者に対し、当該（ Ｄ ）を通知するものとする。27-2-16

Ａ  1．処分に違反         2．条件に違反

Ｂ  1．所有者           2．使用者

Ｃ  1．当該事業を監督する行政庁  2．当該事業所の運行管理者

Ｄ  1．違反の内容         2．処分の理由

問 17 道路交通法に定める駐車を禁止する場所（公安委員会の定めるところにより警察署長の許可を受

けたときを除く。）についての次の記述のうち、正しいものを 2つ選び、解答用紙の該当する欄にマーク

しなさい。

1．車両は、道路工事が行われている場合における当該工事区域の側端から 5メートル以内の道路の部分

においては、駐車してはならない。

2．車両は、人の乗降、貨物の積卸し、駐車又は自動車の格納若しくは修理のため道路外に設けられた施

設又は場所の道路に接する自動車用の出入口から 5 メートル以内の道路の部分においては、駐車しては

ならない。

3．車両は、公安委員会が交通がひんぱんでないと認めて、指定した区域を除き、法令の規定により駐車

する場合に当該車両の右側の道路上に 5 メートル（道路標識等により距離が指定されているときは、そ

の距離）以上の余地がないこととなる場所においては、駐車してはならない。

4．車両は、消防用機械器具の置場若しくは消防用防火水槽の側端又はこれらの道路に接する出入り口か

ら 5メートル以内の道路の部分においては、駐車してはならない。
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４．労働基準法関係

問 18 労働基準法（以下「法」という。）の定めに関する次の記述のうち、誤っているものを 1つ選び、

解答用紙の該当する欄にマークしなさい。なお、解答にあたっては、各選択肢に記載されている事項以外

は考慮しないものとする。

1．労働契約は、期間の定めのないものを除き、一定の事業の完了に必要な期間を定めるもののほかは、

3年（法第 14条（契約期間等）第 1項各号のいずれかに該当する労働契約にあっては、5年）を超える

期間について締結してはならない。

2．使用者は、その雇入れの日から起算して 3ヵ月間継続勤務し全労働日の 8割以上出勤した労働者に対

して、継続し、又は分割した 10労働日の有給休暇を与えなければならない。ただし、法第 39条第 3項

に規定する 1週間の所定労働日数が相当程度少ない労働者等は除く。

3．使用者は、労働者を解雇しようとする場合においては、少なくとも 30 日前にその予告をしなければ

ならない。30日前に予告をしない使用者は、30日分以上の平均賃金を支払わなければならない。ただし、

天災事変その他やむを得ない事由のために事業の継続が不可能となった場合又は労働者の責に帰すべき

事由に基づいて解雇する場合においては、この限りでない。

4．使用者が、法の規定により労働時間を延長し、又は休日に労働させた場合においては、その時間又は

その日の労働については、通常の労働時間又は労働日の賃金の計算額の 2 割 5 分以上 5 割以下の範囲内

でそれぞれ政令で定める率以上の率で計算した割増賃金を支払わなければならない。ただし、当該延長

して労働させた時間が 1ヵ月について 60時間を超えた場合においては、その超えた時間の労働について

は、通常の労働時間の賃金の計算額の 5割以上の率で計算した割増賃金を支払わなければならない。

問 19 労働基準法（以下「法」という。）の定めに関する次の記述のうち、誤っているものを 2つ選び、

解答用紙の該当する欄にマークしなさい。

1．使用者は、労働者の同意が得られた場合においては、労働契約の不履行についての違約金を定め、又

は損害賠償額を予定する契約をすることができる。

2．法で定める基準に達しない労働条件を定める労働契約は、その部分については無効とする。この場合

において、無効となった部分は、この法で定める基準による。

3．使用者は、6週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）以内に出産する予定の女性が休業を請求し

た場合においては、その者を就業させてはならない。また、産後 8 週間を経過しない女性を就業させて

はならない。ただし、産後 6 週間を経過した女性が請求した場合において、その者について医師が支障

がないと認めた業務に就かせることは、差し支えない。

4．使用者は、就業規則の作成又は変更について、当該事業場に、労働者の過半数で組織する労働組合が

ある場合においてはその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がない場合においては労働者の

過半数を代表する者と協議し、その内容について同意を得なければならない。

問 20 「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」に定める目的等についての次の文中、Ａ、Ｂ、

Ｃ、Ｄに入るべき字句としていずれか正しいものを 1つ選び、解答用紙の該当する欄にマークしなさい。
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1 この基準は、自動車運転者（労働基準法（以下「法」という。）第 9条に規定する労働者（同居の親族

のみを使用する事業又は事務所に使用される者及び家事使用人を除く。）であって、（ Ａ ）の運転の業

務（厚生労働省労働基準局長が定めるものを除く。）に主として従事する者をいう。）の労働時間等の改善

のための基準を定めることにより、自動車運転者の労働時間等の（ Ｂ ）を図ることを目的とする。

2 労働関係の当事者は、この基準を理由として自動車運転者の労働条件を低下させてはならないことは

もとより、その（ Ｃ ）に努めなければならない。

3 使用者は、（ Ｄ ）その他の事情により、法第 36 条第 1 項の規定に基づき臨時に労働時間を延長

し、又は休日に労働させる場合においても、その時間数又は日数を少なくするように努めるものとする。

Ａ  1．二輪以上の自動車  2．四輪以上の自動車

Ｂ  1．労働条件の向上   2．労働契約の遵守

Ｃ  1．維持        2．向上

Ｄ  1．季節的繁忙     2．運転者不足

問 21 貨物自動車運送事業の「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（以下「改善基準」とい

う。）の定めに関する次の記述のうち、正しいものを 2つ選び、解答用紙の該当する欄にマークしなさい。

ただし、1人乗務で、フェリーには乗船せず、また、隔日勤務には就いていない場合とする。

1．使用者は、トラック運転者の 1日（始業時刻から起算して 24時間をいう。以下同じ。）についての拘

束時間は、13時間を超えないものとし、当該拘束時間を延長する場合であっても、最大拘束時間は、16
時間とすること。この場合において、1 日についての拘束時間が 15 時間を超える回数は、1 週間につい

て 2回以内とすること。

2．使用者は、貨物自動車運送事業に従事する自動車運転者（以下「トラック運転者」という。）の拘束時

間は、1ヵ月について 298時間を超えないものとすること。ただし、労使協定があるときは、改善基準で

定める範囲内において延長することができる。

3．使用者は、業務の必要上、トラック運転者に勤務の終了後継続 8時間以上の休息期間を与えることが

困難な場合には、厚生労働省労働基準局長の定めにより、当分の間、一定期間における全勤務回数の 2分

の 1 を限度に、休息期間を拘束時間の途中及び拘束時間の経過直後に分割して与えることができるもの

とする。この場合において、分割された休息期間は、1日（始業時刻から起算して 24時間をいう。以下

同じ。）において 1回当たり継続 4時間以上、合計 10時間以上でなければならないものとする。

4．使用者は、トラック運転者の運転時間については、2日（始業時刻から起算して 48時間をいう。）を

平均し 1日当たり 9時間、2週間を平均し 1週間当たり 40時間を超えないものとすること。

問 22 下表は、貨物自動車運送事業に従事する自動車運転者の 2週間の運転時間の例を示したものであ

るが、下表のすべての日を特定日とした 2 日を平均して 1 日当たりの運転時間及び 2 週間を平均した 1
週間当たりの運転時間がともに「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」に違反していないも

のを 1つ選び、解答用紙の該当する欄にマークしなさい。
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問 23 下図は、貨物自動車運送事業に従事する自動車運転者の 1 週間の勤務状況の例を示したものであ

るが、「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（以下「改善基準」という。）に定める拘束時間

等に関する次の記述のうち、正しいものを 1 つ選び、解答用紙の該当する欄にマークしなさい。ただし、

1 人乗務で、フェリーには乗船しないものとし、また、業務の必要上、勤務の終了後継続して、定められ

た時間以上の休息時間を与えることが困難な場合には該当しないものとする。なお、日曜日は休日とす

る。
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1．1 日についての拘束時間が改善基準に定める最大拘束時間に違反する勤務はない。また、勤務終了後

の休息期間については改善基準に違反するものは 1回である。

2．1 日についての拘束時間が改善基準に定める最大拘束時間に違反する勤務は 1 回である。また、勤務

終了後の休息期間についても改善基準に違反するものは 1 回である。

3．1 日についての拘束時間が改善基準に定める最大拘束時間に違反する勤務は 2 回である。また、勤務

終了後の休息期間は改善基準に違反していない。

4．1 日についての拘束時間が改善基準に定める最大拘束時間に違反する勤務は 2 回である。また、勤務

終了後の休息期間についても改善基準に違反するものは 1 回である。
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５．実務上の知識及び能力

問 24 点呼の実施に関する次の記述のうち、適切なものを 1つ選び、解答用紙の該当する欄にマークし

なさい。なお、解答にあたっては、各選択肢に記載されている事項以外は考慮しないものとする。

1．点呼は、運行管理者と運転者が対面で行うとされているが、運行上やむを得ない場合は電話その他の

方法によることも認められており、所属する営業所と離れた場所にある車庫から乗務を開始する運転者

については、運行上やむを得ない場合に該当することから、電話により点呼を行っている。

2．運行管理者が乗務前の点呼において、運転者の酒気帯びの有無を確認するためアルコール検知器（国

土交通大臣が告示で定めたもの。以下同じ。）を使用し測定をした結果、アルコールを検出したが、道路

交通法施行令第 44 条の 3（アルコールの程度）に規定する呼気中のアルコール濃度 1 リットル当たり

0.15ミリグラム未満であったので、乗務させた。

3．運行管理者の補助者が行う補助業務は、運行管理者の指導及び監督のもと行われるものである。した

がって、運行管理者の補助者が行う点呼において、運転者が酒気を帯びていることが確認された場合に

は、直ちに運行管理者に報告を行い、運行の可否の決定等について指示を仰ぎ、その結果に基づき当該運

転者に対し指示しなければならない。

4．いわゆるＧマークの認定を受けていないＡ営業所の運行管理者は、所属する運転者が遠隔地にある自

社のＢ営業所から運行を開始する場合は、当該運転者が所属していないＢ営業所の運行管理者に点呼を

実施させている。その際、当該Ｂ営業所に備えられたアルコール検知器（国土交通大臣が告示で定めたも

の。）を使用した酒気帯びの有無の確認など所定の事項をＢ営業所の運行管理者が実施し、その結果を、

Ａ営業所の運行管理者に連絡している。このため、連絡を受けたＡ営業所の運行管理者は、当該運転者か

ら直接の報告をさせることなく点呼を実施したこととしている。

問 25 点呼の実施に関する次の記述のうち、適切なものには解答用紙の「適」の欄に、適切でないもの

には解答用紙の「不適」の欄にマークしなさい。

1．乗務前及び乗務後の点呼のいずれも対面で行うことができない乗務を行う運転者に対しては、乗務前

及び乗務後の点呼の他に、当該乗務途中において少なくとも 1 回電話等により点呼（中間点呼）を行う

こととされている。この点呼においては、乗務する事業用自動車の日常点検の実施についての報告を求

めなくてもよい。

2．運行管理者が乗務前の点呼において、運転者に対して酒気帯びの有無を確認しようとしたところ、営

業所に設置されているアルコール検知器が停電により全て使用できなかったことから、当該運行管理者

は、運転者に携帯させるために営業所に備えてある携帯型アルコール検知器を使用して酒気帯びの有無

を確認した。

3．乗務を開始する前の運転者は、事業用自動車の日常点検を行ったところ左前タイヤが摩耗しているこ

とを確認したので、整備管理者にこの旨を報告した。整備管理者は、「当該タイヤは、安全上の問題があ

るが帰庫後に交換するので、そのまま運行しても差し支えない。」と運転者に対し指示をした。 運行管理

者は、乗務前点呼の際に当該運転者から当該指示等について報告を受けたが、そのまま乗務を開始させ

た。

4．乗務前及び乗務後の点呼のいずれも対面で行うことができない乗務を担当する運転者については、運
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行の安全を確保するために必要な事項等を記載した運行指示書を作成し、これを携行させている。この

ため、運行管理者は運転者に対し、携行している運行指示書に記載されている事項を確認し、それに基づ

き運行するよう指導していることから、電話等による乗務前の点呼では、改めて事業用自動車の運行の

安全を確保するために必要な事項について指示をすることはしていない。

問 26 事業用自動車の運転者の健康管理に関する次の記述のうち、適切なものをすべて選び、解答用紙

の該当する欄にマークしなさい。

1．事業者が、自社指定の医師による定期健康診断を実施したが、一部の運転者からは当該医師による健

康診断ではなく他の医師による健康診断を受診したい旨の希望があった。そこで、自社で実施した健康

診断を受診しなかった運転者には、他の医師が行う当該健康診断に相当する健康診断を受け、その結果

を証明する書面を提出するようにさせた。

2．常習的な飲酒運転の背景には、アルコール依存症という病気があるといわれている。この病気は専門

医による早期の治療をすることにより回復が可能とされており、一度回復すると飲酒しても再発するこ

とはないので、事業者は、アルコール依存症から回復した運転者に対する飲酒に関する指導を特別に行

うことはしていない。

3．漫然運転や居眠り運転の原因の一つとして、睡眠時無呼吸症候群と呼ばれている病気がある。この病

気は、狭心症や心筋梗塞などの合併症を引き起こすおそれがあるので、安全運転を続けていくためには

早期の発見及び治療が重要であることから、事業者は、日頃から運転者に対し、睡眠時無呼吸症候群の症

状などについて理解させておく必要がある。

4．事業者は、深夜（夜 11 時出庫）を中心とした業務に常時従事する運転者に対し、法に定める定期健

康診断を 1 年に 1 回、必ず、定期に受診させるようにしている。しかし、過去の診断結果に「異常の所

見」があった運転者及び健康に不安を持ち受診を希望する運転者に対しては、6ヵ月ごとに受診させてい

る。

問 27 自動車の走行時に働く力に関する次の記述のうち、適切なものには解答用紙の「適」の欄に、適

切でないものには解答用紙の「不適」の欄にマークしなさい。

1．前方の自動車を大型車と乗用車から同じ距離で見た場合、それぞれの視界や見え方が異なり、運転席

が高い位置にある大型車の場合は車間距離に余裕がないように感じ、乗用車の場合は車間距離に余裕が

あるように感じやすくなる。したがって、運転者に対して、運転する自動車による車間距離の見え方の違

いに注意して、適正な車間距離をとるよう指導する必要がある。

2．自動車の重量及び速度が同一の場合には、曲がろうとするカーブの半径が 2分の 1になると遠心力の

大きさが 4 倍になることから、急カーブを走行する場合の横転などの危険性について運転者に対し指導

している。

3．重量が同一の自動車 2台が、双方時速 50キロメートルで正面衝突した場合の衝撃力は、時速 100キ

ロメートルで走行中の自動車が壁に衝突した場合と同じで、自分の速度だけでなく相手の自動車の速度

を加えた速度で衝撃力が発生することから、常に安全な速度で運転するよう運転者に対し指導している。

4．「ベーパー・ロック現象」とは、フット・ブレーキを使いすぎると、ブレーキ・ドラムやブレーキ・ラ

イニングが摩擦のため過熱することにより、ドラムとライニングの間の摩擦力が減り、ブレーキのきき
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が悪くなることをいう。これを防ぐため、長い下り坂などでは、エンジン・ブレーキ等を使用し、フット・

ブレーキのみの使用を避けるよう運転者に対し指導する必要がある。

問 28 交通事故防止対策に関する次の記述のうち、適切でないものをすべて選び、解答用紙の該当する

欄にマークしなさい。

1．指差呼称は、運転者の錯覚、誤判断、誤操作等を防止するための手段であり、道路の信号や標識など

を指で差し、その対象が持つ名称や状態を声に出して確認することをいい、安全確認のために重要な運

転者の意識レベルを高めるなど交通事故防止対策の有効な手段の一つとして活用されている。

2．いわゆるヒヤリ・ハットとは、運転者が運転中に他の自動車等と衝突又は接触するおそれがあったと

認識した状態をいい、1件の重大な事故（死亡・重傷）が発生する背景には多くのヒヤリ・ハットがある

とされており、このヒヤリ・ハットを調査し減少させていくことは、交通事故防止対策に有効な手段とな

っている。

3．適性診断は、運転者の運転能力、運転態度及び性格等を客観的に把握し、運転の適性を判断すること

により、運転に適さない者を運転者として選任しないようにするためのものであり、ヒューマンエラー

による交通事故の発生を未然に防止するための有効な手段となっている。

4．飲酒は、運転に欠かせない視力、反応時間、運動機能、注意力、集中力、判断力、平衡感覚等を大き

く損なわせることから、飲酒による運転への影響を運転者に指導することは、事故防止対策の有効な手

段となっている。

問 29 運行管理者は複数の荷主からの運送依頼を受けて、下のとおり 4日にわたる 2 人乗務による運行

計画を立てた。この 2 人乗務を必要とした根拠についての次の 1～3 の下線部の運行管理者の判断につ

いて、正しいものをすべて選び、解答用紙の該当する欄にマークしなさい。

1．1 人乗務とした場合、1 日についての最大拘束時間が「自動車運転者の労働時間等の改善のための基

準」(以下「改善基準」という。)の限度を超えると判断して、当該運行には交替運転者を配置した。

2．1 人乗務とした場合、連続運転時間が改善基準の限度を超えると判断して、当該運行には交替運転者

を配置した。

3．1 人乗務とした場合、2 日日を起算日として特定した場合の 2 日を平均して 1 日当たりの運転時間が

改善基準の限度を超えると判断して、当該運行には交替運転者を配置した。
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問 30 荷主から下の運送依頼を受けて、A 営業所の運行管理者が次のとおり運行の計画を立てた。この

計画に関するア～ウについて解答しなさい。

＜荷主からの運送依頼＞

B 工場で重量が 4,000 キログラムの建設機材を積み、E 地点に 11 時までに運送する。

＜運行の計画＞

次の運行経路図に示された経路に従い運行する。

道路標識等により最高速度が指定されていない高速自動車国道（高速自動車国道法に規定する道路。以

下「高速道路」という。）の C料金所と D 料金所間（走行距離 144 キロメートル）を、運転の中断をする

ことなく 1時間 40 分で走行する。

F 地点と G 地点間の道路には が、G 地点と H 地点間の道路には の道路標識が設置さ

れているので、これらを勘案して通行可能な事業用トラックを配車する。
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ア．当該運行に適した車両を次の 1～3の事業用トラックの中から選び、解答用紙の該当する欄にマーク

しなさい。

事業用

トラック
乗車定員

車両重量

(kg)

最大積載量

(kg)

車両総重量

(kg)

自動車の大きさ(m)

長さ 幅 高さ

1 2 人 9,870 10,000 19,980 11.95 2.49 3.25

2 2 人 4,740 6,500 11,350 10.80 2.49 3.10

3 2 人 3,620 4,250 7,980 8.46 2.23 3.29

イ． 高速道路の C 料金所と D 料金所間の運転時間を 1 時間 40 分としたことが、適切な場合は解答用紙

の「適」の欄に、適切でない場合は解答用紙の「不適」の欄にマークしなさい。

ウ．「ア.の解答」として選んだ事業用トラックを運転することができる運転免許を次の 1～3  の中から

すべて選び、解答用紙の該当する欄にマークしなさい。

(1) 大型自動車運転免許

(2) 中型自動車運転免許

(3) 普通自動車運転免許


